
２．財政健全化法における健全化判断比率等

（１）平成２５年度決算に基づく健全化判断比率等

　算定の結果、いずれの指標も早期健全化基準に該当しない状況。

　①実質赤字比率

　一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

　②連結実質赤字比率

　全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率

　③実質公債費比率（３か年平均）

　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

　④将来負担比率

※将来負担額

地方債残高、債務負担行為に基づく支出予定額、退職手当支給予定額など一般会計等が
将来負担すべき実質的な負債

算出方法

算出方法

算出方法

算出方法

一般会計等（＝普通会計）の実質赤字額

標準財政規模

標準財政規模

連結（一般会計等＋公営企業会計）実質赤字額

　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

　（地方債の元利償還金＋準元利償還金）
　　　－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る
　　　　　　　　基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

－％ （実質赤字なし）

－％ （実質赤字・資金不足なし）

１３．２％（対前年度▲１．４ﾎﾟｲﾝﾄ）

１７８．２％（対前年度▲１．５ﾎﾟｲﾝﾄ）

■算定開始（Ｈ１７決算）以降最低値

【基 準】

早期健全化基準 ３．７５％

財政再生基準 ５％

【基 準】

早期健全化基準 ８．７５％

財政再生基準 １５％

【基 準】 早期健全化基準 ２５％ 財政再生基準 ３５％

【基 準】 早期健全化基準 ４００％

■算定開始以降、６年連続減少

《参考》

H17 １７．９％

H18 １８．１％

H19 １７．８％

H20 １７．９％

H21 １７．３％

H22         １７．０％
H23         １６．０％
H24 １４．６％

《参考》

H19 ２２７．９％

H20 ２２５．４％

H21 ２１３．１％

H22 １８７．０％

H23 １８３．４％

H24 １７９．７％



　⑤資金不足比率

　公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率

　

（２）健全化判断比率等以外の参考指標（普通会計）

事業の規模

資金の不足額

算出方法

－％ （いずれの会計も資金不足なし）

【基 準】 経営健全化基準 ２０％

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

10,372 10,230 10,036 10,092 10,074 9,945 9,942 9,915

臨
時
財
政
対
策
債

※臨時財政対策債とは、地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる特例として発行され
る地方債。地方交付税の振替であり元利償還金については、後年度に全額交付税措置。
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